




















序論   
 
第１章  本論文の研究課題  
本論文は、組織再編行為における利害関係者（株主および会社債権者、投資
者など）の保護と救済の在り方について検討するものである。研究対象とする
「組織再編行為」とは、会社法「第 5 編  組織変更、合併、会社分割、株式交
換及び株式移転」（会社 743 条以下）を総称する概念であると一般に捉えられ
ている。また、金融商品取引法上は、「組織再編成」（金商 2 条の 2）いう用語
が用いられているところ、「組織再編成」とは、合併、会社分割、株式交換その
他会社の組織に関する行為で政令で定めるもの（株式移転）をいうものである









































ドイツ組織再編法は、1994 年 10 月 28 日に成立し、11 月 8 日に公布され、
95 年 1 月 1 日より施行された。組織再編法は、合併（ Verschmelzung）、分
割（ Spaltung）、財産移転（ Vermögensübertragung）、ならびに法形態の変










































































第３編  組織再編における株主保護  
 



































 １  株主に対する通知・公告  





２  株式の買取価格決定に関する会社・株主間の協議  
会社法は、裁判所への価格決定の申立てをする前に、必ず会社と株主間で協
































ての裁判（会社 878 条・ 840 条 2 項）と同様に、キャッシュ・アウトの場合の
価格決定の裁判は、総株主に対してその効力を生ずる旨の規定を置くことが考






















第４編  組織再編における債権者保護  
 



































会社分割における債権者保護法制の中核をなすのは、 (1 )債権者異議制度と (2)
承継会社・設立会社の連帯責任であるところ、両制度を相互に組み合わせるこ
との有用性が指摘されている。平成 26 年改正会社法は、 (1)については特に見
直すことなく、かなり限定的な範囲でのみ (2)の手当てを講じたものである。  


















条 6 項・ 764 条 6 項）および事業譲渡において譲渡会社の商号を使用した譲受
会社の責任の除斥期間（会社 22 条 3 項）に倣って（ただし起算点は異なる）、












































第６編  組織再編等の無効の訴え  
 
第１章においては、旧商法の下で検討した組織再編等の無効の訴え（「会社機









































責任を追及できるか（会社 423 条 1 項・ 847 条）（第１章）、次に、（２）①株
主が会社法 429 条 1 項に基づき取締役等に対して損害賠償請求できるか（第２


























継した財産の価額を限度として」債務の履行を請求できる（会社法 759 条 4 項
本文・ 764 条 4 項）とともに、（ｂ）会社法 429 条 1 項に基づき、分割会社の
取締役に対して、回収不能となった債権額全額に相当する金額の損害賠償を請
求できると考えられる。  
株主または会社債権者は、取締役等に対する損害賠償請求を認められれば、
組織再編の差止仮処分申立てや組織再編無効の訴えの提起によるのとは異なり、
組織再編自体を否定するのではなく、自らが被った経済的損害を回復すること
15 
 
ができる。株主の経済的損失を回復する手段としては、株式買取請求権が法定
されているが、株式買取請求権の要件や行使期間が制限されていることに加え
て、株式買取請求権を行使すると、株主は組織再編後の会社関係からの離脱を
強いられる。これに対し、取締役等に対する損害賠償請求によれば、株主は、
組織再編後の会社に留まりつつ、損害賠償請求権を行使することができる。  
 
 
以上  
